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総務省総務省

地
方
交
付
税　

19
・
0
兆
円
を
要
求

地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算
　
公
表

総
務
省
は
８
月
30
日
、
令
和
７
年
度
地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算
を
公
表
し
た
。
そ
れ
に

よ
る
と
地
方
交
付
税
総
額
は
、
出
口
ベ
ー
ス
で
令
和
６
年
度
予
算
比
３
０
８
３
億
円
増
の

18
兆
９
７
５
３
億
円
を
要
求
し
た
。
ま
た
、
同
日
付
で
地
方
債
計
画
案
も
公
表
。
財
源
不

足
を
補
う
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
３
１
９
９
億
円
増
の
７
７
４
３
億
円
と
な
っ
た
。

総
務
省
は
、
令
和
７
年
度

の
地
方
財
政
の
課
題
（
通
常

収
支
分
）
と
し
て
、
３
本
の

柱
を
挙
げ
た
。

骨
太
の
方
針
を
踏
ま
え
、地

方
団
体
が
▽
Ｄ
Ｘ・Ｇ
Ｘ
の
推

令
和
７
年
度
地
方
財
政
の

仮
試
算
に
よ
る
と
、
歳
入
・
歳

出
の
合
計
は
、
そ
れ
ぞ
れ
96
・

０
兆
円
と
な
っ
て
い
る
。

歳
出
は
、給
与
関
係
経
費
が

令
和
６
年
人
事
院
勧
告
等
を

反
映
し
て
、前
年
度
比
２・９
％

（
0・6
兆
円
）
増
の
20・8
兆

円
。
一
般
行
政
経
費
は
「
こ

ど
も
未
来
戦
略
」
に
基
づ
く
、

こ
ど
も
・
子
育
て
政
策
に
要
す

る
経
費
等
の
社
会
保
障
関
係

費
や
令
和
６
年
人
事
院
勧
告

を
踏
ま
え
た
会
計
年
度
任
用

職
員
の
報
酬
等
分
と
し
て
3
・

7
％
（
１
・
6

兆
円
）増
の
45・

３
兆
円
を
見
積

も
っ
た
。

な
お
、
仮
試

算
の
歳
出
は
、人

件
費
や
社
会
保

障
関
係
費
等
を

除
き
前
年
度
同

額
を
計
上
す
る

な
ど
の
仮
置
き

の
計
数
で
、
地

域
デ
ジ
タ
ル
社

会
推
進
費（
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
カ
ー

ド
利
活
用
特
別

分
）
及
び
緊
急

浚
渫
推
進
事
業

費
の
取
扱
い
も

含
め
、
「
令
和
７
年
度
の
地

方
財
政
の
課
題
」
、
経
済・物

価
動
向
、
国
の
予
算
編
成
の

動
向
等
を
踏
ま
え
予
算
編
成

過
程
に
お
い
て
必
要
な
検
討

を
行
う
と
し
て
い
る
。

歳
入
は
、「
中
長
期
の
経
済

財
政
に
関
す
る
試
算
（
令
和

6
年
7
月
29
日
）
に
よ
る
各

種
指
標
等
を
用
い
て
試
算
し
、

地
方
税
・
地
方
譲
与
税
が
3
・

5
％
（
1・6
兆
円
）
増
の
47・

１
兆
円
と
見
積
も
っ
た
。

ま
た
、地
方
交
付
税
特
例
金

等
は
、令
和
６
年
度
の
定
額
減

税
の
減
収
分
を
定
額
減
税
減

収
補
塡
特
例
交
付
金
に
よ
り

全
額
を
国
費
で
負
担
し
た
が
、

７
年
度
は
定
額
減
税
分
が
大

き
く
減
額
さ
れ
る
こ
と
に
よ

り
、83・0
％（
0・9
兆
円
）
減

の
0・2
兆
円
と
見
積
も
っ
た
。

地
域
経
済
の
好
循
環
・
持
続
可

地
域
経
済
の
好
循
環
・
持
続
可

能
な
地
域
社
会
の
実
現
等
に
向

能
な
地
域
社
会
の
実
現
等
に
向

け
た
重
要
課
題
へ
の
対
応

け
た
重
要
課
題
へ
の
対
応

地方財政収支の仮試算
翌年度の地方財政の姿を見通すため、８月末の予算概算要求の段階で示しうる地
方財政収支を機械的に試算。これに基づいて地方交付税の概算要求が行われる。

国
庫
支
出
金
は
、
社
会
保

障
関
係
費
等
と
し
て
6・6
％

（
１・0
兆
円
）
増
の
16
・8
兆

円
。
地
方
債
は
5・1
％
（
0

・3
兆
円
）
増
の
６・6
兆
円
。

こ
の
う
ち
、財
源
不
足
を
補
う

臨
時
財
政
対
策
債
は
70・4
％

（
0・3
兆
円
）
増
の
0・8
兆

円
と
見
積
も
っ
た
。

こ
の
結
果
、一
般
財
源
総
額

は
、前
年
度
比
2・0
％
（
1・

3
兆
円
）増
の
67・0
兆
円
、交

付
団
体
ベ
ー
ス
で
前
年
度
比

1・9
％
（
1・2
兆
円
）
増
の

63・9
兆
円
と
な
っ
て
い
る
。

東
日
本
大
震
災
に
係
る
地

方
の
復
旧・復
興
事
業
等
の
財

源
の
確
保
に
つ
い
て
は
、
通

常
収
支
と
は
別
枠
で
整
理
し
、

所
要
の
事
業
費
及
び
財
源
を

確
実
に
確
保
す
る
よ
う
事
項

要
求
と
し
て
い
る
。

国 地  方

+

臨時財政対策債

・ 交付税法定率分（地方法人税）等
2.0 兆円（+0.0 兆円）

・特会借入金の元利償還金
▲ 0.9 兆円（▲ 0.2 兆円）

・特会剰余金の活用
－兆円（▲ 0.1 兆円）

・機構準備金の活用
－兆円（▲ 0.2 兆円）

・前年度からの繰越
－ 兆円（▲ 0.5 兆円）

交付税特別会計

令和 7 年度　地方交付税の姿（概算要求）令和 7 年度　地方交付税の姿（概算要求） 総務省資料から

・交付税法定率分（国税4税）等
17.6 兆円（+ 1.3 兆円）

・法定加算・覚書加算
0.3 兆円（▲ 0.0 兆円）

17.9 兆円
（+1.3 兆円）

国の一般会計 交 付 額
19.0 兆円

（+ 0.3 兆円）交
付
税
特
会
か
ら
の「
出
口
」ベー
ス

交
付
税
特
会
へ
の「
入
口
」ベ
ー
ス

+1.1 兆円
（▲ 1.0 兆円）

進
▽
人
へ
の
投
資
▽
地
方
へ

の
人
の
流
れ
の
強
化
▽
能
登

半
島
地
震
の
教
訓
を
踏
ま
え

た
防
災・減
災
の
取
組
の
強
化

▽
こ
ど
も・子
育
て
支
援
▽
地

域
医
療
の
確
保
―
な
ど
、地
域

経
済
の
好
循
環
や
持
続
可
能

な
地
域
社
会
の
実
現
等
に
取

り
組
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、

歳入96.0兆円（+2.3）

歳出 96.0兆円（+2.3）

水準超経費を除く交付団体ベース 63.9兆円（+1.2兆円）
 一般財源総額 67.0兆円（+1.3兆円）

財政不足額 1.9兆円（▲0.1兆円）

給与関係経費
20.8（＋0.6）

一般行政経費
45.3（+1.6）

投資的経費
12.0（0.0）

公債費
10.9

（0.0）
その他

6.9
（+0.1）

地方交付税
19.0（+0.3）

地方税・地方譲与税等
47.3（+0.7）

国庫支出金
16.8（+1.0）

地方債等
11.4（0.0）

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計
が一致しない場合がある。

※（  ）内は令和6年度地方財政計画からの増減額

①②

①地方交付税（うち法定加算等）	 0.3
②臨時財政対策債	 0.8 
③建設地方債の増発	 0.8

（単位：兆円）
令和 7 年度地方財政収支（仮試算）

③

0.8 兆円
（▲ 0.3 兆円）

https://www.si-gichokai.jp
https://www.si-gichokai.jp
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7
年
度
予
算
の
概
算
要
求
に

当
た
っ
て
の
基
本
的
な
方
針

に
つ
い
て
」
及
び
「
令
和
7

年
度
地
方
財
政
収
支
の
仮
試

算
【
概
算
要
求
時
】」
を
踏
ま

え
る
―
と
の
考
え
方
に
基
づ

き
策
定
さ
れ
て
い
る
。

内
訳
は
、
普
通
会
計
分
が

前
年
度
比
5
・
1
％
（
３
１
９

９
億
円
）
増
の
6
兆
6
３
０

安
定
的
な
税
財
政
基
盤
を
確

保
す
る
と
し
て
い
る
。

社
会
保
障
関
係
費
や
人
件

費
等
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る

中
、
地
方
団
体
が
行
政
サ
ー

ビ
ス
を
安
定
的
に
提
供
で
き

る
よ
う「
経
済・財
政
新
生
計

画
」
等
を
踏
ま
え
、経
済・物

価
動
向
等
に
配
慮
し
な
が
ら
、

交
付
団
体
を
は
じ
め
地
方
の

安
定
的
な
財
政
運
営
に
必
要

と
な
る
一
般
財
源
の
総
額
に

つ
い
て
は
、
令
和
６
年
度
地

方
財
政
計
画
の
水
準
を
下
回

ら
な
い
よ
う
実
質
的
に
同
水

準
を
確
保
す
る
と
し
た
。

そ
の
上
で
、
地
方
交
付
税

は
、
要
求
の
考
え
方
に
沿
っ

て
本
来
の
役
割
が
適
切
に
発

揮
さ
れ
る
よ
う
総
額
を
確
保

す
る
こ
と
と
し
、
18
兆
９
７

５
３
億
円
を
要
求
す
る
と
と

も
に
、
交
付
税
率
の
引
上
げ

を
事
項
要
求
と
し
て
い
る
。

２
億
円
。
こ
の
う
ち
、
通
常
分

は
前
年
度
と
同
額
の
5
兆
59

億
円
で
、
特
別
分
と
し
て
地

方
団
体
の
財
源
不
足
を
補
う

臨
時
財
政
対
策
債
が
70
・
4
％

（
３
１
９
９
億
円
）
増
の
７
７

４
３
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。

臨
時
財
政
対
策
債
以
外
の

特
別
分
は
、
財
源
対
策
債
７

6
０
０
億
円
、
退
職
手
当
債

８
０
０
億
円
、
調
整
１
０
０

億
円
と
い
ず
れ
も
前
年
度

同
額
。
公
営
企
業
会
計
等
分

は
、
前
年
度
と
同
額
の
２
兆

９
０
８
１
億
円
を
計
上
し
て

い
る
。

な
お
、東
日
本
大
震
災
分
に

係
る
地
方
債
計
画
は
、別
途
策

定
す
る
と
し
て
い
る
。

令
和
7
年
度
地
方
交
付
税・

地
方
特
例
交
付
金
等
の
概
算

要
求
の
詳
細
（
左
表
）
に
よ
る

と
、入
口
ベ
ー
ス
で
前
年
度
比

7・6
％
増
の
17
兆
９
２
４
４

億
円
。
こ
の
内
訳
は
、「
国
税

４
税
の
法
定
率
分
等
①
」
が

国
税
４
税
（
所
得
税
、
法
人

税
、
酒
税
、
消
費
税
）
の
税
収

の
増
加
を
見
込
み
、
7・8
％

増
（
酒
税
は
前
年
比
同
学
の

17
兆
５
８
１
５
億
円
、「
一
般

会
計
か
ら
の
加
算
分
②
」
は

総
務
省
は
8
月

30
日
、
前
年
度
比

3・5
％
（
３
１
９

９
億
円
）
増
、
計

画
規
模
9
兆
5
３

８
３
億
円
を
計
上

す
る
令
和
7
年
度

地
方
債
計
画
（
案
）

を
公
表
し
た
。

同
計
画
案
は
、

①
引

き
続
き
厳
し
い

地
方
財
政
の
状

況
の
下
で
、
地

方
団
体
が
地
域

に
必
要
な
サ
ー

ビ
ス
を
確
実
に

提
供
で
き
る
よ

う
、
地
方
財
源

の
不
足
に
対
処

す
る
た
め
の
措

置
を
講
じ
る
と

と
も
に
、
所
要

の
地
方
債
資
金

の
確
保
を
図
る

こ
と
②
「
令
和

臨時財政対策債臨時財政対策債    0.3兆円増0.3兆円増
地方債計画

令和 7 年度地方交付税・地方特例交付金等の概算要求の詳細	 総務省資料から

（単位：億円）

区　分
令和 7 年度
当初要求額

A

令和 6 年度
当初予算額

B

増減額
（A－B)C

増減率
C/B

一般会計からの
繰入れ  （注１）

地方特例交付金等  ⑫ 1,920 11,320 △ 9,400 △ 83.0%
③＋⑫ 181,164 177,863 3,301 1.9%

区　分
令和 7 年度
当初要求額

A

令和 6 年度
当初予算額

B

増減額
（A－B)C

増減率
C/B

一
般
会
計
か
ら

の
繰
入
れ

国税４税の法定率分等	 ① 175,815 163,055 12,760 7,8%
一般会計からの加算分	 ② 3,429 3,488 △ 59 △ 1,7%

法定加算等 3,429 3,488 △ 59 △ 1,7%
臨時財政対策特例加算 0 0 0 ―

計（入口ベース）	 ①+②=③ 179,244 166,543 12,701 7,6%

特
別
会
計

地方法人税の法定率分	 ④ 19,836 19,750 86 0,4%
返還金	 ⑤ 2 0 2 4,259.9%
特別会計借入金償還額	 ⑥ △ 6,000 △ 5,000 △ 1,000 △ 20.0%
特別会計借入金利子	 ⑦ △ 3,329 △ 1,965 △ 1,364 △ 69.4%
剰余金の活用	 ⑧ 0 500 △ 500 皆減
地方公共団体金融機構の公庫
債権金利変動準備金の活用	⑨ 0 2,000 △ 2,000 皆減

前年度からの繰越	 ⑩ 0 4,843 △ 4,843 皆減
計④+⑤+⑥+⑦+⑧+⑨+⑩=⑪ 10,509 20,127 △ 9,618 △ 47.8%

地方交付税総額（出口ベース）	 ③+⑪ 189,753 186,671 3,038 1.7%

１．通常収支分

区　分
令和 7 年度
当初要求額

A

令和 6 年度
当初予算額

B

増減額
（A－B)C

増減率
C/B

復興特会からの繰入れ 事項要求 611 ―　 ―

2．東日本災害分

（注１）令和６年度当初予算額には、返還金（41 億円）を含む。
（注２）表示単位未満四捨五入の関係で、積上げと合計、増減率が一致しない場合がある。

地
方
の
一
般
財
源総額

の
確
保

1・7
％
減
の
３
４
２
９
億
円

と
見
積
も
っ
た
。

地
域
Ｄ
Ｘ
の
推
進
と
財
政

と
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化
で

は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド

の
利
活
用
拡
大
等
に
よ
る
住

民
の
利
便
性
向
上
、
自
治
体

情
報
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
・

地
域
Ｄ
Ｘ
の
推
進
と
財
政
と

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化

お
知
ら
せ

旬
報
9
月
25
日
付
第
２

２
７
7
号
は
、10
月
5
日

付
２
2
７
7
・
8
号
合
併

号
と
し
て
発
行
し
ま
す
。

共
通
化
、情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

の
強
化
、
デ
ジ
タ
ル
人
材
の

確
保
、
デ
ジ
タ
ル
実
装
の
全

国
展
開
な
ど
に
よ
り
、
さ
ら

に
推
進
す
る
と
し
て
い
る
。

区　分
令和７年度
計画額（案）

A

令和 6 年度
計 画 額

B
差 引

（A－B）C
増減率

C/B×100
普通会計分	 ① （②+③） 66,302 63,103 3,199 5.1

通常分	 ② 50,059 50,059 0 0.0
特別分	 ③ 16,243 13,044 3,199 24.5

臨時財政対策債　 7,743 4,544 3,199 70.4
財源対策債 7,600 7,600 0 0.0
退職手当債 800 800 0 0.0
調　　　整 100 100 0 0.0

公営企業会計等分	 ④ 29,081 29,081 0 0.0
総 計	 ①+④ • ⑤+⑥ 95,383 92,184 3,199 3.5

通常分	 ⑤（②+④） 79,140 79,140 0 0.0
特別分	 ⑥（③) 16,243 13,044 3,199 24.5

通常収支分　（総務省資料から）	 （単位：億円、％）
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本
紙
前
号
に
続
き
、「
令
和
６
年
度
市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査
結
果
」（
調
査

期
間
は
令
和
５
年
中
）
の
一
部
を
掲
載
す
る
（
調
査
結
果
は
本
会
ウ
ェ
ブ
掲
載 

）。
本
文

中
カ
ッ
コ
内
の
％
は
記
載
が
な
い
限
り
、
調
査
対
象
の
８
１
５
市
区
に
対
す
る
割
合
（
記
事

中
の
「
市
」
は
東
京
都
特
別
区
を
含
む
）。

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末　

76・9
％
が
導
入㊦㊦

令
和
５
年
中

令
和
５
年
中  

市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査

市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査

全
議
員
を
対
象
に
タ
ブ

レ
ッ
ト
端
末
を
導
入
し
て
い

る
市
は
令
和
２
年
の
調
査
開

始
以
来
年
々
増
加
し
て
お
り
、

今
回
の
調
査
で
は
６
２
７
市

（
76・９
％
）
と
な
り
、
前
回

調
査
（
令
和
４
年
）
か
ら
83

市
増
加
。
調
査
開
始
時
の
令

和
２
年
か
ら
は
３
２
４
市
の

増
と
な
っ
た
（
グ
ラ
フ
①
参

照
）。また

、
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

の
活
用
に
よ
り
会
議
資
料
を

ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
し
て
い

る
市
は
、
５
７
４
市
（
タ

200

300

400

500

600

700

5年4年3年令和２年

303

423

544
（市） 324市増

627

83市増

人口段階別 タブレット導入市数
5万人未満(300) 209(69.7%)

5~10万人未満(235) 190(80.9%)

10~20万人未満(148) 123(83.1%)

20~30万人未満(48) 42(87.5%)

30~40万人未満(30) 22(73.3%)

40~50万人未満(19) 17(89.5%)

50万人以上(15) 11(73.3%)

指定都市(20) 13(65.0%)

全　市(815) 627(76.9%)

表① 全議員を対象とするタブレット端末の導入状況
(単位＝市数)

グラフ①　全議員を対象にタブレットを導入している市の推移 タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

の

導

入

状

況

の

導

入

状

況

本会議場 委員会室
全議員持ち
込みが原則

希望議員の
み持ち込み可

全議員持ち
込みが原則

希望議員の
み持ち込み可

パソコン 29
（3.6%）

214
（26.3％）

28
（3.4%）

244
（29.9%）

タブレット
端 末

506
（62.1%）

136
（16.7％）

510
（62.6％）

148
（18.2％）

表② 本会議場・委員会室での議員のパソコン・
	 タブレット端末の使用状況 (単位＝市数) 本

会
議
場
・
委
員
会
室
で

の
パ
ソ
コ
ン
・
タ
ブ
レ
ッ
ト

端
末
の
使
用
状
況
は
、
表
②

の
通
り
と
な
っ
て
い
る
。

パ
ソ
コ
ン・タ
ブ
レ
ッ
ト

パ
ソ
コ
ン・タ
ブ
レ
ッ
ト

の

使

用

状

況

の

使

用

状

況

会
議
等
の
オ
ン
ラ
イ
ン
開

催
に
係
る
会
議
規
則
、
委
員

会
条
例
等
を
改
正
し
た
市
は

年
々
増
加
し
て
お
り
、
令
和

5
年
末
時
点
で
８
１
５
市
中

２
３
１
市
（
28・３
％
）
が
改

会
議
等
の

会
議
等
の

オ
ン
ラ
イ
ン
開
催

オ
ン
ラ
イ
ン
開
催

令和３年 ４年 ５年

会議等のオンライン開催に係る
会議規則等を改正した市

77
（9.4％）

183
（22.5％）

231
（28.3％）

会議等をオンライン開催した市 142
（17.4%）

162
（19.9％）

118
（14.5%）

表③　会議等のオンライン開催の状況
(単位＝市数)

正
し
て
い
る
（
前
回
調
査
比

48
市
増
）（
表
③
参
照
）。

改
正
の
対
象
は
、
委
員
会

条
例
が
２
１
６
市
（
委
員
会

条
例
等
を
改
正
し
た
２
３
１

市
の
93
・
５
％
）、
会
議
規

則
が
１
７
５
市
（
同
75
・
８

％
）、
規
程・要
綱
等
が
90
市

（
同
39
・
０
％
）、
そ
の
他
が

23
市
（
同
10・０
％
）
だ
っ
た
。

ま
た
、
令
和
５
年
中
に
会

議
等
を
オ
ン
ラ
イ
ン
で
開
催

ブ
レ
ッ
ト
導
入
市
の
91
・

５
％
）
だ
っ
た
（
一
部
の
会

議
資
料
の
み
ペ
ー
パ
ー
レ
ス

化
し
て
い
る
場
合
を
含
む
）。

人
口
段
階
別
の
全
議
員
を

対
象
と
す
る
タ
ブ
レ
ッ
ト
端

末
の
導
入
状
況
は
、
表
①
の

通
り
と
な
っ
て
い
る
。

委 員 会 協議等の場
※ 1

委員会・協議
等の場以外の
会議 ※ 2

行政視察 本会議における
一般質問等 そ の 他

40
（33.9%）

35
（29.7%）

38
（32.2％）

20
（16.9%）

2
（1.7%）

22
（18.6%）

表④　オンラインで開催した会議
（複数回答可） (単位＝市数)

表の％は会議等をオンラインで開催した市に対する割合
※ 1  地方自治法第 100 条第 12 項　　※ 2  非公式含む

し
た
市
は
１
１
８
市
（
14
・

５
％
）
だ
っ
た
。

令
和
５
年
中
に
会
議
等

を
オ
ン
ラ
イ
ン
で
開
催
し
た

１
１
８
市
に
お
け
る
開
催
し

た
会
議
の
種
別
は
、表
⑤
の

通
り
と
な
っ
て
い
る
。

表の％は各人口段階の市数に対する割合
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50

100
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ツイッター（現名称 X）
YouTube
フェイスブック

5年4年3年２年元年

89

185
212

120

109

221

187

113

230

229

136

（市）

108

250

238

143

モ
ニ
タ
ー
制
度
・

モ
ニ
タ
ー
制
度
・

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
等

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
等

議
会
モ
ニ
タ
ー
制
度
を

採
用
し
て
い
る
市
は
37
市

（
４・５
％
）、
議
会
で
パ
ブ

リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
実
施
し

た
市
は
48
市（
５・９
％
）、住

民
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施

し
た
市
は
１
０
４
市
（
12
・

８
％
）
だ
っ
た
。

近
年
、
議
会
の
情
報
を
発

信
す
る
手
段
と
し
て
、
Ｓ
Ｎ

Ｓ
な
ど
を
活
用
し
た
発
信
が

増
加
し
て
い
る
。

過
去
5
年
間
の
推
移
を
み

る
と
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
、
ツ

イ
ッ
タ
ー
（
現
名
称
「
X
」）、

Ｙ
ｏ
ｕ
ｔ
ｕ
ｂ
ｅ
な
ど
総
じ
て

増
加
し
て
い
る
が
、
特
に
Ｙ

ｏ
ｕ
ｔ
ｕ
ｂ
ｅ
を
活
用
し
た
情

報
発
信
が
急
増
し
て
お
り
、

令
和
５
年
末
時
点
で
２
５
０

市
が
実
施
。
調
査
開
始
時
の

令
和
元
年
度
と
比
較
す
る
と

１
４
２
市
の
増
と
な
っ
て
い

る
（
グ
ラ
フ
②
参
照
）。

グラフ②　SNS 等による議会の情報発信の
　　　　　内訳、推移（直近 5 年）　（複数回答可） 議

会
の
情
報
発
信

議
会
の
情
報
発
信

災
害
等
の
場
合
の

災
害
等
の
場
合
の

招

集

日

変

更

招

集

日

変

更

令
和
４
年
の
地
方
自
治
法

改
正
に
よ
り
、
災
害

そ
の
他
や
む
を
得
な

い
事
由
に
よ
り
開
会

日
に
会
議
を
開
く
こ

と
が
困
難
で
あ
る
と

認
め
る
と
き
は
、
招

集
の
告
示
を
し
た
者

が
開
会
日
を
変
更
で

き
る
こ
と
と
な
っ
た
。

こ
の
規
定
に
基
づ

き
、
令
和
５
年
中
に

招
集
日
の
変
更
を

行
っ
た
市
は
１
市

（
豊
見
城
市
）
で
、招

災
害
対
応
方
針
等

災
害
対
応
方
針
等

議
会
独
自
の
災
害
対
応
方

針
を
制
定
し
て
い
る
市
は
、

６
６
３
市
（
81
・
３
％
）
で
、

こ
の
う
ち
、
２
８
０
市
（
災

害
対
応
方
針
規
定
市
の
42
・

2
％
）
が
議
会
Ｂ
Ｃ
Ｐ
と
し

て
制
定
し
て
い
る
。

災
害
対
応
方
針
の
中
に
感

染
症
対
応
を
規
定
し
て
い

る
市
は
２
６
４
市
（
同
39
・

８
％
）
と
な
っ
て
い
る
（
表

⑤
参
照
）。

議 会 独 自 の 災 害 対 応 方 針

議 会 B C P
として制定

災害対応方針
に感 染 症 対
応を規定

令和4年 641
（78.7％）

 252
（内 39.3%）

267
（内 41.7%）

令和5年 663
（81.3％）

 280
（内 42.2%）

264
（内 39.8%）

表⑤ 議会の災害対応方針の制定状況 (単位＝市数)集
日
を
変
更
し
た
理
由
と
し

て
、
台
風
襲
来
に
よ
り
議
会

の
招
集
で
被
災
す
る
可
能
性

及
び
市
役
所
の
閉
庁
が
見
込

ま
れ
て
い
た
こ
と
か
ら
執
行

部
の
対
応
が
困
難
だ
っ
た
と

し
て
い
る
。

ン
ボ
宝
く
じ

と
と
も
に

「
市
町
村
振

興
宝
く
じ
」

と
し
販
売
さ

れ
、
売
上
金

の
う
ち
35
％

（
令
和
５
年

度
）
が
収
益

金
と
な
り
、

市
区
町
村
の

貴
重
な
自
主

財
源
と
し
て
、

様
々
な
公
益

事
業
に
活
用

さ
れ
て
い
る
。

7
月
8
日
か
ら
8
月
8
日
ま
で

販
売
さ
れ
た
サ
マ
ー
ジ
ャ
ン
ボ
宝

く
じ
の
売
上
金
は
前
年
比
58
億
円

（
8
％
減
）
の
６
５
０
億
円
、

８
月
１
日
か
ら
31
日
ま
で
販
売

さ
れ
た
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
専
用

く
じ
「
ク
イ
ッ
ク
ワ
ン
」
の
８

月
分
の
売
上
金
は
前
年
同
月
比

ハ
ロ
ウ
ィ
ン
ジ
ャ
ン
ボ
宝

く
じ
の
販
売
が
９
月
17
日
㈫

か
ら
ス
タ
ー
ト
す
る
。
1
等

の
当
せ
ん
金
額
は
前
後
賞
合

わ
せ
て
５
億
円
。
販
売
期
間

は
10
月
17
日
㈭
ま
で
。

ハ
ロ
ウ
ィ
ン
ジ
ャ
ン
ボ
宝

く
じ
は
、
夏
の
サ
マ
ー
ジ
ャ

市区町村の振興を目的として
販売される「ハロウィンジャンボ
宝くじ」について、貴市区議会
におかれても、市区長部局と連
携いただき、売上額の向上につ
ながる取組について、格別のご
高配をお願いします。

市町村振興宝くじの売上額推移

※令和4年度より、通年販売されている「ク
イックワン」のうち、8・9月分が市町村
振興宝くじとされた。

※端数処理の都合により合計が一致しな
い場合がある。

全国市町村振興協会資料をもとに本会作成

1,257 1,002

270

390

666

372

0

500

1000

1500

2000

令和 5平成 25平成 15

■ サマー
■ クイックワン
　(8 ～ 9 月分 )
■ ハロウィン　
　（旧オータム）

1,109

1,598

1,284

億円

億円

億円

億円

宝くじ
公式サイト

オンライン購入！

販売開始販売開始
収益は自治体財源に収益は自治体財源に

99月月1717日 日 (火)(火) 1010月月1717日 日 (木)(木)か
ら
か
らハロウィンジャンボハロウィンジャンボ

5
億
円
（
18
％
減
）
の

12
億
円
と
減
少
し
て
い

る
。近

年
は
宝
く
じ
の
売

上
げ
向
上
の
た
め
に

ネ
ッ
ト
販
売

を
行
っ

て
お
り
、
地
方
財
源
の

一
助
と
な
る
こ
と
が
期

待
さ
れ
て
い
る
。

https://www.takarakuji-official.jp/ec/jumbo/?kujiprdShbt=11&blkCode=50&jmbShbt=4
https://www.takarakuji-official.jp/?utm_source=google&utm_medium=cpc&utm_campaign=2023ec&utm_content=all_2310_test&gad_source=1&gclid=CjwKCAjwooq3BhB3EiwAYqYoEjj67VzrYvR4-VdRvvtWrbvcEXS7j_-c5SP4vtvROpdR28gG6jLUlBoChJEQAvD_BwE
https://www.takarakuji-official.jp/?utm_source=google&utm_medium=cpc&utm_campaign=2023ec&utm_content=all_2310_test&gad_source=1&gclid=CjwKCAjwooq3BhB3EiwAYqYoEjj67VzrYvR4-VdRvvtWrbvcEXS7j_-c5SP4vtvROpdR28gG6jLUlBoChJEQAvD_BwE
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総
務
省
消
防

庁
は
８
月
１
日
、

「
緊
急
消
防
援

助
隊
と
し
て
出

動
し
た
消
防
職

員
に
対
す
る
手

当
の
支
給
に
つ

い
て
」
を
全
国

の
消
防
本
部
に

対
し
て
通
知
し

た
。大

規
模
災
害

が
発
生
し
た
場

合
、
消
防
庁
長

官
の
求
め
又
は
指
示
に
基

づ
き
全
国
か
ら
被
災
地
の
応

援
に
駆
け
付
け
る
消
防
職
員

を
緊
急
消
防
援

助
隊
と
い
う
。

緊
急
消
防
援

助
隊
は
、
国
家

公
務
員
や
警
察

職
員
が
従
事
す

る
救
助
活
動
等

と
同
様
に
、
大

規
模
災
害
の
被

災
地
に
お
い

て
、
危
険
な
区

域
を
含
む
過
酷

な
環
境
の
下
、

救
助
活
動
等
の
危
険
を
伴

う
業
務
に
従
事
す
る
も
の

で
あ
り
、
ま
た
、
他
の
地

方
公
共
団
体
に
属
す
る
職

員
と
と
も
に
部
隊
を
構
成

し
、
災
害
対
応
に
当
た
る

性
格
を
有
し
て
い
る
。

消
防
庁
の
調
査
に
よ
る

と
、
緊
急
消
防
援
助
隊
と

し
て
活
動
し
た
場
合
に
支

給
さ
れ
る
特
殊
勤
務
手
当

の
支
給
状
況
が
様
々
で

あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
消
防

庁
は
、
緊
急
消
防
援
助
隊

の
活
動
の
特
殊
性
を
評
価

し
、
消
防
本
部
に
対
し
、

緊
急
消
防
援
助
隊
と
し
て

出
動
し
た
場
合
の
特
殊
勤

務
手
当
に
つ
い
て
、
国
家

公
務
員
や
警
察
職
員
と
の

待
遇
の
均
衡
が
図
ら
れ
る

よ
う
に
支
給
の
検
討
を
行

う
こ
と
を
求
め
た
。

な
お
、手
当
の
財
源
は
、

国
庫
負
担
ま
た
は
全
国
市

町
村
振
興
協
会
の
交
付
金

等
に
よ
り
負
担
さ
れ
る
こ

と
と
な
る
。

静岡県熱海市土石流災害
探索活動　熱海市

撮影：静岡県内応援隊

緊急消防援助隊の手当検討を

国家公務員（一般職）の災害応急作業等手当の状況
特殊勤務手当の根拠規定 人事院規則 9-30

名　称 災害応急作業等手当

対象作業 災害現場における被災者の
救助等作業		（第19条第1項第3号）

金
　
額

通　常 840円/１日	（第19条第2項第3号）　
大規模災害の場合 1,080円/１日	（第19条第2項）　
大規模災害、かつ
危険区域において
活動する場合

2,160円/１日	（第19条第3項第3号）　

総務省消防庁 地方向け通知

【
市
の
概
要
】

▽
人
口　
１
万
８
８
９
９
人

（
令
和
６
年
７
月
31
日
）

▽
面
積
　
２
０
２・43
㎢

▽
歴
史
・
沿
革　
長
野
県
の

北
に
位
置
す
る
飯
山
市
は
、

古
く
か
ら
山
国
信
州
と
日
本

海
を
結
ぶ
交
通
の
要
所
と
し

て
栄
え
、
戦
国
時
代
に
は
上

杉
謙
信
の
前
線
基
地
と
し
て

飯
山
城
が
築
か
れ
城
下
町
と

し
て
の
機
能
を
整
え
て
き
た
。

昭
和
29
年
に
旧
飯
山
町
を
中

心
に
１
町
６
村
が
合
併
し
て

飯
山
市
が
誕
生
、
昭
和
31
年

に
２
村
を
編
入
し
現
在
に

至
っ
て
い
る
。

豊
か
な
自
然
景
観
を
生
か
し
、

北
陸
新
幹
線
飯
山
駅
を
核
と

し
た
観
光
振
興
に
取
り
組
ん

で
い
る
。

▽
シ
ン
ボ
ル　
「
い
い
や
ま
」

の
文
字
を
デ
ザ
イ
ン
し
た
も

の
で
、
円
は
協
調
と
発
展
を

表
し
て
い
る
。

【
議
会
の
概
要
】

▽
議
員
定
数　
16
人
（
現
在

男
性
14
人
、
女
性
２
人
）

▽
前
回
選
挙　
令
和
４
年
10

月
23
日
。
立
候
補
17
人
。
投

票
率
69・04
％

▽
議
会
ト
ピ
ッ
ク
ス　
令
和

2
年
9
月
に
議
会
基
本
条
例

を
制
定
し
、
市
民
と
の
意
見

交
換
会
を
毎
年
開
催
し
議
会

改
革
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

ま
た
、
特
別
委
員
会
を
設

置
し
、
議
会
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
、
市

有
資
産
の
活
用
な
ど
に
つ
い

て
調
査
・
研
究
に
取
り
組
ん

で
い
る
。

（春）菜の花と斑尾山（写真提供＝飯山市）

飯
山
市
は
、
長
野
県
の
北

東
部
に
位
置
し
全
国
で
も
有

数
の
豪
雪
地
帯
で
、
市
の
真

ん
中
を
南
北
に
千
曲
川
（
新

潟
県
に
入
り
信
濃
川
）
が
流

れ
て
い
ま
す
。

昭
和
40
年
代
の
ス
キ
ー
最

盛
期
に
は
多
く
の
皆
様
に
ス

キ
ー
を
お
楽
し
み
い
た
だ

き
、
そ
の
ご
縁
で
飯
山
市
民

と
な
ら
れ
た
方
も
多
く
お
い

で
に
な
り
ま
す
。
今
も
地
元

の
長
野
県
飯
山
高
校
は
ス

キ
ー
の
強
豪
校
と
し
て
知
ら

れ
て
い
ま
す
。

北
陸
新
幹
線
飯
山
駅
を
有

し
、
上
信
越
道
豊
田
飯
山
Ｉ

Ｃ
ま
で
15
分
と
言
う
利
便
性

を
生
か
し
て
野
沢
温
泉
や
志

賀
高
原
等
と
共
に
広
域
的
に

連
携
し
た
観
光
を
進
め
て
い

ま
す
。 議

長
の
話

議
長
の
話

第７回第７回

渋川芳三 議長

市　章

飯

山

市

委
員
長
市

地
方
行
政
委
員
会

紹
介



令和 6年 9月 15日号（6）第 2276 号 全 国 市 議 会 旬 報

詳しくはパンフレット（令和 ６ 年 ９ 月 ９ 日付で各市区議会事務局に送付 ) をご覧ください。
資料をご希望の方は、全国市議会議員互助会までお気軽にお問合せください。☎ ０３－３２６２－５２３３

本制度は、市区議会議員の皆様が万が一疾病を患
ったり、ケガを負ったり、がんの治療、介護状態と
なった際のサポートをする安心の医療保険制度です。
令和7年1月1日始期から、医療・がん補償のほか、

介護補償についても単独で加入することができるよ
うになりました。

「医療補償」 「がん補償」 「介護補償」 を団体割引にて
ご提供！

新規・更新ともに医療・がん補償は 89 歳まで加入
できます。一時金払介護補償は 84 歳、年金払介護補
償は 79 歳まで加入ができます。
令和 7年 １ 月 1日始期から、医療・がん補償につ

いてもご家族・ご親族もご加入いただけるようになり
ました。また、議員の退職時に継続して加入できます。

「ご家族・ご親族」も加入可能！
議員の退職時に継続加入できます！

保険期間は１月1日から　中途加入も随時受付
インターネットで簡単にご加入手続が可能！
保険期間は、毎年 １月 １日午後 ４時からの １年間

で、中途加入のお申し込みも随時受け付けています。
加入に際して医師の診査は不要で、健康状態の告

知のみで加入できます。

加入時の医師の診査は不要！　

本内容は団体総合生活保険の概要をご紹介したものです。ご加入にあたっては、必ず「重要事項説明書」をよくお読みください。
ご不明な点がある場合には、代理店までお問合せください。

【お問合せ先】〈取扱代理店〉(有)都市企画センター 03-5261-8539　〈引受保険会社〉東京海上日動火災保険株式会社 03-3515-4147  2024年９月作成

補 償 内 容

Ⓐ
医
療
（
疾
病
・
傷
害
）

入 院 病気やケガで入院したときに１日目から保険金をお支払いします。 入院保険金日額 1万円

手 術

病気やケガで手術をしたときに保険金をお支払いします
（傷の処置、切開術（皮膚、鼓膜）、抜歯等お支払いの対象外
の手術があります。）。
また、時期を同じくして 2 種類以上の手術を受けた場合には、
いずれか 1 種類の手術についてのみ保険金をお支払いします。

重大手術 40万円
重大手術以外で
入院中の手術 10万円
重大手術以外で
入院中以外の手術 5万円

放射線治療 病気やケガで放射線治療を受けたときに保険金をお支払いします。 10万円
総合先進医療 病気やケガで先進医療を受けたときに保険金をお支払いします。 実額払（上限700万円）
総合先進医療
一 時 金

総合先進医療基本保険金が支払われる先進医療を受けたときに
保険金（一時金）をお支払いします。 10万円

B
が
ん

がん診断
がんと診断確定されたときに保険金（一時金）をお支払いします。
なお、継続前契約で既に診断確定されたがんが一旦治ゆした後の 
再発・転移や、新たながんが生じたときでも保険金をお支払いします。

100万円

Ⓒ
が
ん

がん入院
手 術

がんで入院（日帰り入院も含みます。）や所定の
手術をしたときに保険金をお支払いします。

入院保険金日額 7千円
7万円・14万円・28万円

がん通院
がんで通院したときに、保険金をお支払いします。
• 三大治療（手術、放射線治療、抗がん剤治療）に該当する通院…支払限度日数：無制限
• 三大治療以外の通院…支払限度日数：425 日

通院保険金日額 5千円

抗がん剤治療 がんで抗がん剤治療を受けたときに保険金をお支払いします。 5万円

❶
❷
が
ん
特
約

がん再発転移
がんで所定の治療を受けた後、治療を受けたがんが再発または転移 
したと診断確定されたときは、治ゆや最終の診断確定日からの期間に
かかわらず保険金をお支払いします。

100万円

がん生活支援
以下の場合に、毎年1回、最大で10年間(10回)にわたり保険金を 
お支払いします。
①がんと診断確定されたとき ( 第 1 回がん生活支援保険金 )
②てん補期間中に、がんの治療を直接の目的として毎年所定の治療を受けたとき
　（第 2 回以後がん生活支援保険金）

1回目 5万円

2回目以降 30万円

　
E
介
護

一時金払
介護補償

公的介護保険制度に基づく要介護２以上の認定を受けた場合に保険金
（一時金）をお支払いします。 300万円

年 金 払
介護補償

保険の対象となる方が公的介護保険制度に基づく要介護 3 以上に
なった場合に、最初に要介護状態となった日から毎年 1 回、その日を
含めて最大で 10 年間（10 回）にわたり保険金をお支払いします。

60万円
（年額）

手術保険金額（手術の種類により）

年金払介護補償年金払介護補償

●要介護3
　以上の認定

EE

AA医療補償医療補償
●入院
●手術
●放射線治療
●総合先進医療

HOSPITAL

がん補償がん補償CC
（入院・手術・通院・抗がん剤治療）

●がん入院・手術
●がん通院
●抗がん剤治療

●がんの
　診断確定

BBがん補償（診断保険金）がん補償（診断保険金）

がん特約がん特約
（がん再発転移補償特約）
● がんの診断確定

❶❶

（がん生活支援特約）
● 所定の治療

がん特約がん特約❷❷

（がん生活支援特約）
● 所定の治療

がん特約がん特約❷❷

DD

●要介護2
　以上の認定

一時金払介護補償一時金払介護補償

医
療
、
が
ん
、
介
護
す
べ
て
に
備
え
ら
れ
ま
す
！

24TC-003111

全国市議会議員医療保険制度 のご案 内

2025年１月始期より加入者ご本人と併せて「ご家族・ご親族」の方も
全ての補償にご加入いただけるようになりました。

New!（団体総合生活保険）
・医療補償
・がん補償
・介護補償

市区議会議員の皆様のための福利厚生制度 中途加入も随時受付

全国市議会議員互助会は、全国の市区議会議員の相互の交流親睦を深め、相互扶助を行うことを目的に、
任意加入の保険として、疾病やケガによる入院・手術を補償する「全国市議会議員医療保険制度」等の事業
を行っています。

本制度は団体割引20％が適用されているため、通常より割安な保険料にて補償を提供しています。毎月
の保険料は、年齢別に区分されていますが、補償内容は一律となっています。

https://www.si-gichokai.jp/news/info/r05/1206255_3125.html

